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４．２３ キルギス                    

 三宅 俊男 
 

  
（１） 遺伝資源の保護に関する法制度 

 
キルギスでは，1996 年の生物多様性条約，2000 年のカルタへナ条約への参加に基

づき，2007 年には，キルギス知的財産庁が「伝統的知識の保護に関するキルギス共和

国法」を成立させて，特許法とは別の法律で，伝統的知識に基づく対象を特許化する

ときは，その出所開示義務が規定されている。また，この中で，伝統的知識の使用に

よって創作された特許発明の所有者は，登録された伝統的知識の所有者との間で，報

酬の支払いについての合意をしなければならないと規定されている(MAT)。 
 
ア）伝統的知識の保護に関するキルギス共和国法による出所開示要件 

伝統的知識の保護に関するキルギス共和国法の目的及び定義は，以下の通りであ

り，伝統的知識の１つとして，「遺伝資源の使用を含む知識」も含まれる。 
伝統的知識の所有者又は伝統的知識を使用する権利を有する者は，所定の要件を

満たした出願を行うことにより，権限のある機関がこれを登録し証明書が発行され

る。伝統的知識の所有者でない者がこれを使用するときは，登録された伝統的知識

の所有者との間で，適切な条件で合意する必要がある。合意書は国家機関に登録し

なければならない。 
第８条では，伝統的知識を表す対象そのものは特許許可されないが，伝統的知識

に基づいて創作された対象を特許化するときは，プロトタイプ又はアナログとして

用いた材料の伝統的知識の由来を出願中に開示し，公衆に伝統的な知識の出所を示

さなければならないことが規定されている。 
 

イ）伝統的知識の保護に関するキルギス共和国法に係る条文 
 
＜伝統的知識の保護に関するキルギス共和国法＞(2007 年 7 月 31 日， No.116) 
第１条 伝統的知識保護の法的管理体制 
 本法は，キルギス共和国内における伝統的知識の保護のための法的管理体制を確立す

ることを目的とする。(中略) 
 キルギス共和国における遺伝資源の使用分野の法的関係及び遺伝資源へのアクセスの

仕方はキルギス共和国の立法に従って規制される。 
 
第２条 この法律で使用される主な用語 
 伝統的知識とは，特定の秩序と意味において最終的に１つの世代から他の世代へ受け

継がれてきた人間活動の様々な分野で使用される，遺伝資源の使用を含む知識，方法及
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び作法を意味する。 
(中略) 
 遺伝資源は，ヒトの活動分野において特定の実用的な結果を得るために，伝統的な知

識の所有者によって使用することができる陸生，水生及び他の起源の全ての植物及び動

物を含む。 
 
第 4 条 権限のある国家機関 
 伝統的知識の分野における国家的政策は，知的財産分野の権限のある国家機関

(Authorized state body)(以下，権限のある機関という。)によって実行されなければなら

ない。この法律に従って，権限のある機関は，伝統的知識の登録のための出願を受理し，

国内登録を行い，State Register に伝統的知識のデータベースから登録データを入力し，

伝統的知識に関するデータを公開し，この法律の施行のための規範的な法的行為を記述

し，そして発行しなければならない。 
 
第８条 伝統的知識に基づく対象の特許化 
 キルギス共和国では，伝統的知識を表す対象の特許は許可されない。 
伝統的知識に基づいて創作された対象を特許化するときは，出願において，プロトタイ

プ又はアナログとして用いた材料の伝統的知識の由来を出願中に開示しなければならな

い。出願人は，公衆に伝統的な知識の出所を示さなければならない。 
 登録された伝統的知識に名前が記載された証明書の所有者は，伝統的知識の使用によ

って創作された特許発明の所有者から報酬を受ける資格を有する。 
 発明の創作を目的とした伝統的知識の使用に対する報酬の支払いの命令は，伝統的知

識と発明特許の所有者の証明書の所有者の間の合意によって決定されるものとする。 
 同時に，そのような合意は，地域コミュニティの発展や伝統的知識の利用システムの

開発のための国家基金のための基金への伝統的知識の利用のために作られるように割り

当てを指定しなければならない。 
 伝統的知識に基づいて創作された主題の違法な特許化を防止するために，伝統的知識

データベースを維持しなければならず，特許される主題の審査に使用しなければならな

い。 
 データベースは，登録された伝統的知識及びパブリックドメインに入った伝統的知識

に関する情報のデータに基づいて承認された国の機関によって維持されなければならな

い。 
 
第 9 条 伝統的知識を使用する権利の登録及び付与のための出願，又は登録された伝統

的な知識を使用する権利の付与のための出願 
 伝統的知識を使用する権利の登録及び付与のための出願，又は登録された伝統的な知

識を使用する権利の付与のための出願(以下，出願という。)は，出願人が個人的に，又

は利益を有する出願人により与えられた委任状に基づいて行動するその代理人を通じて

権限のある機関(Authorized Body)に出願しなければならない。 
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 出願は，国語又は公用語で提出しなければならない。 
 出願は以下のものを含まなければならない： 
出願人並びにその住所及び居所を記載した，伝統的知識の登録及び伝統的知識を使用

するための権利付与又は登録された伝統的な知識を使用する権利の付与のための出願。 
1) 以下を含む，伝統的知識の特定のかつ完全な説明： 
・伝統的知識の原産地(point of origin)(地理的対象の境界) 
・特定の伝統的知識との関係において使用される遺伝資源の説明 
・出願分野及び使用される伝統的知識の期待されるよい結果 
・特定の伝統的知識に関するすでに発行された刊行物に関する情報 

 以下の書面は出願に添付しなければならない： 
2) 適切な活動分野における伝統的知識の実用的な適用性及びその使用の良い結果を

確認する，権限ある機関により付与された公的文書。 
3) 地域コミュニティー，及び/又は伝統的知識が関連する地理的対象における出願人

の地位を確認する権限ある者の結論。 
4) 外国出願人にとって，原産国における請求された伝統的知識の彼/彼女の権利を確

認する書面。 
 権限ある機関は，上記書面以外の要求事項及びキルギス共和国法に基づくそれらの出

願手順を定めなければならない。 
 
第 10 条 出願の審査 
 出願の審査は，権限のある機関への出願日から 3 ヶ月以内に行わなければならない。

出願の審査においては，要求される書類の内容，その登録の正確さ，及び請求に係る伝

統的知識の本法第 9 条に規定される要件との一致について審査する。 
 出願の審査結果に基づいて，伝統的知識の登録の許可又は拒絶がなされる。 
 本法第 9 条に規定される条件を満たさない場合には，伝統的知識の登録に対して拒絶

理由が通知される。 
 
第 14 条 伝統的知識の利用許諾 
この法に基づき，伝統的知識の所有者ではない者は，権限のある機関に伝統的知識を

登録した伝統的知識の所有者との間で適切な合意がなされることを条件に，伝統的知識

を使用する権利を受けることができる。 
当該合意に従って，伝統的知識の所有者は，移転される権利，時間制限，領域及びこ

の合意によって確立された支払義務に基づき，伝統的知識を使用する権利を付与するも

のとする。契約の条件は，当事者の相互の同意の対象となる。当該合意は，適切な手数

料が支払われることを条件に，権限のある機関に登録されなければならない 
(以下，省略) 

http://patent.kg/en/node/2986(最終アクセス日：2013 年 2 月 27 日) (筆者仮訳) 
 
 
 

http://patent.kg/en/node/2986
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（２）遺伝資源の保護に関する法制度の運用 
 
ア）権限のある機関について 

   首都ビシュケクにある，キルギス知的財産庁(The State Intellectual Property 
Service of the Kyrgyz Republic, 通称：Kyrgizpatent)が，権限ある国家機関に相当し，

キルギス知的財産庁の中に，伝統的知識審査部門 (Traditional Knowledge 
Examination Sector)がある。 

The State Intellectual Property Service of the Kyrgyz Republic 
Moskovskaya Street 62， Bishkek 720049 
Telephone: +996 (312) 68 08 19 
Fax: +996 (312) 68 17 03 
URL: http://patent.kg./en 

 
イ）アクセス承認手続き 
 伝統的知識に基づいて創作された対象を特許化するときは，キルギス語又はロシア

語による，第９条の規定に基づく出願を行い，第１４条に規定する伝統的知識の利用

許諾が必要と思われる。規則 97によれば，すでに登録されている伝統的知識を使用す

る権利付与のための出願は，添付の様式 2 により行う。 
 
 
（３）遺伝資源の保護に関する実施・運用状況 
  

海岸から3000キロメーター以上も離れた中央アジアの小さな国であるキルギスは，

植物相，動物相の多様性に富み，病気に抵抗性のある高生産性の耕作，観賞植物，並

びに医薬，芳香及び技術的な原材料資源に富む国である。過去１０年の間に種々の法

律を含めた自然環境整備に努めており，遺伝資源に関連して成立したキルギス共和国

の特許は，すでに 50 件を超えるということである。また，キルギス知的財産庁の見

解によれば，伝統的知識や遺伝資源の保護は，第一には，これらの持続的な使用を確

保することを目的とするものであって，知的財産のように個人的な権利の対象ではな

いということである。伝統的知識や遺伝資源は，自由に譲渡しうる権利ではなく，地

域社会における責任，尊敬，義務と関連しているように思われる。 
 
（４）企業の実情と意見 
  

【関連資料発見できず。】 

                                            
97 RULES for compilation， filing and examination of application for registration and entitlement to use 
registered Traditional Knowledge (TK) URL: http://patent.kg/en/node/2985（最終アクセス日:2013年 2月

27日） 
 

http://patent.kg./en
http://patent.kg/en/node/2985
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(添付の様式 2) 
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７．２ 出所開示要件の制度・運用・実施状況概括表 
 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

アンデス共同体 決定第 486

号 

 

遺伝資源又は加盟国のいずれ

かが原産地国であるものから

なる生産物から得られた，又は

発展したもの 

国家を代表する国の管轄当局

及び当事者との間で，アクセス

するための条件を定める契約。 

特許出願時にアクセス契約書

のコピーを添付 

アクセス契約書のコピーを提

出しないと，特許無効にされ

る。 

なし 

ペルー 同上 同上 同上 同上 同上 なし(設立予定) 

ボリビア 同上 同上 同上 同上 同上 環境省(MSDE) 

コロンビア 同上 同上 同上 利用契約書の登録番号を提出 同上 環境省 

エクアドル 同上 同上 同上 特許出願時にアクセス契約書

のコピーの添付 

同上 国家環境局 

ブラジル 決議 207 号 

2009 年 

遺伝を構成する要素の試料へ

のアクセスの結果として，その

目的が達成された発明 

特定の様式Ⅰに遺伝材料の出

所を記載し，該当する場合は，

対応するアクセス認可番号を

特許庁に報告しなければなら

ない。 

遺伝資源の原産国の開示 

ブラジルが原産国の場合は，適

正にアクセスされた証拠 

開示又はアクセス認可がない

場合は，特許無効にされる。 

違反行為又は不作為には，違反

のレベルに応じて，警告，罰金，

関連製品の没収，取引の停止，

特許の取り消しの行政措置が

行われる。 

遺伝資源管理委員会

(CGEN) 

コスタリカ なし 生物多様性の構成要素に関係

した革新に対して知的財産権

や産業財産権の保護を求める

もの(生物多様性法(No.7788)第

80 条) 

国家種苗局及び知的・産業財産

登記所は，委員会の技術事務局

に，事前に諮問することを義務

づけている。 

特許の保護を付与する前に，原

産地証明と PIC の存在が要求

される。 

技術事務局が特許出願に反対

する場合は，出願者に通知し，

30 日以内に回答を要求する。 

期間内に出願者が不履行の場

合は，罰金が科せられる。 

国家生物多様性管理委

員会(CONAGEBIO) 

パナマ なし 環境法 No.41 第 71 条及び施行 ・すべての書類あるいは採取し ・使用した遺伝・生物資源が掲 明らかではない。 環境庁(ANAM) 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

規則 No. 25 において，「遺伝・

生物資源又は材料が使用され

たすべての発明」と規定してい

る。 

た遺伝又は生物の資源に関す

る要約に，その遺伝資源の出所

又は起源を宣言する。 

・発明に使われる遺伝物質の出

所又は起源を証明書として開

示する。 

載されている全ての刊行物又

は一覧表 

・発明に使われる遺伝・生物資

源又は材料についての出所，又

は起源の証明書の提示 

ベネズエラ なし なし なし なし なし 環境・天然資源省の遺

伝資源アクセス委員会 

EU EU バイオ指

令の前文 

Recital 27 

動植物由来の生物材料又は発

明に当該材料を使用するもの 

原産地に係る情報を知ってい

るときは，必要に応じて，特許

出願にその情報を含める。 

なし 出所開示の有無等は，出願審査

及び付与された特許権の有効

性に影響を与えない。 

なし 

ベルギー 第 15 条 

第 1 項 

植物又は動物由来の生物材料

に基づく発明 

原産地を知っている場合には，

原産地に係る記載 

所定の様式に記載 なし なし 

デンマーク 施行規則 

第 3 条 

第 4 項 

植物又は動物の生物材料に関

係する発明又は使用する発明， 

又は遺伝資源の派生物に基づ

く発明 

出願人が認知している材料の

地理的な出所に関する情報 

開示形式に関して，出願人は自

由に記述すればよい。 

不知の場合は，この旨を出願書

類に記載する。 

出所開示がないことによって

特許権の有効性が損なわれる

ことはない。 

National Forest and 

Nature Agency 

(NFNA) 

ドイツ 第 34a 条 植物又は動物由来の生物材料

に基づく発明，又は発明に当該

材料を使用する発明 

原産地に係る情報を知ってい

るときは，特許出願にその情報

を含める。 

出願書類の所定の欄に記入 出願の審査又は特許権の有効

性は，影響を受けない。 

なし 

イタリア 法律第 78 号

第 5 条 

発明の基礎となる動物，植物由

来の生物材料，ヒト由来の生物

材料，微生物又は遺伝子組換え

1.動物又は植物由来の場合：動

物/植物の種，動物/植物の提供

国，並びにその他の情報 

左記 1.の場合：発明者又は出願

人により署名した宣言書 

左記 2.の場合：使用に同意した

出所の記載がない場合には産

業財産権の登録簿に注釈が施

される。 

なし 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

生物を含む生物材料 2.ヒト由来の場合：生物材料を

得た患者の事前の同意 

3.微生物又は遺伝子組換え生物

の場合：国内及び EU の法律に

基づいて生物材料を得たこと 

患者により署名された宣言書 

左記 3.の場合：国内及び EU の

法律に基づくことを述べる発

明者又は出願人により署名さ

れた宣言書 

ノルウェー 第 8 条 b 生物学的材料又は伝統的知識

に関係する発明 

生物学的材料，伝統的知識又は

供給国に関する情報 

供給国が原産国でない場合，原

産国の開示 

供給国の場合：供給国の情報，

又は使用に関する事前の同意 

原産国でない供給国の場合：原

産国の記載又は原産国の事前

の同意 

ヒト由来の場合：提供したヒト

がその材料の使用に関する同

意をしているか否かの開示 

情報開示義務は，特許出願の手

続や登録特許の権利の有効性

には影響を与えない 

開示義務不履行の場合には，罰

金又は 2 年未満の禁固刑が科

せられる。 

なし 

ポルトガル なし なし なし なし なし 農業開発省と水産省，

水産養殖省 

ルーマニア なし なし なし なし なし なし 

スウェーデン 特許法施行

令第 5 条 a 

植物又は動物を由来とする生

物材料に関する発明 

生物材料の地理的出所につい

ての情報 

出所が不知の場合，その旨の記

載(ヒトの遺伝資源を除く。) 

出願の手続や特許権の有効性

に影響を与えない。 

なし 

スイス 第 49a 条 遺伝資源に直接基づいている

発明 

遺伝資源を提供している国又

は伝統的知識の起源である先

住民又は地域社会を，出所情報

として開示することが必要 

原産国，遺伝資源提供国，遺伝

子データベース，動・植物園等

を含む。不知の場合は，その旨

を宣言する 

要件を満たさない，補正期間内

に補正しない場合は，出願を拒

絶する。不当の不知に関する宣

言は，10 万フランの罰金 

なし 

ニュージーランド なし なし なし なし なし なし 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

中国 第三次改正 

第 5(2)条，第

26(5)条 

遺伝資源に依存して完成した

発明 

出願書類への遺伝資源の直接

的由来と原始的由来の説明， 

原始的由来を説明できない場

合，その理由の陳述 

遺伝資源に依存していること

を願書に説明し，所定の様式に

記入しなくてはならない。 

開示義務不履行の場合は，拒絶

の理由となる。遺伝資源の不正

利用を伴う特許発明は，特許権

付与後の無効理由となる。 

所在地の省，自治区，

直轄市人民政府の牧畜

獣医行政主管部門 

インド なし 

 

生物多様性法(2003 年 N0.18) 

第 6 条に，「インド共和国で入

手した生物資源に関する任意

の研究又は情報に基づく発明」

と規定している。 

特許付与の前までに NBA から

の許可を得ること 

特許規則様式１において，特許

付与の前までに国家生物多様

性局からの許可を得ることを

宣言しなければならない。 

NBA の承認がない場合は，出

願することができない。様式１

の添付がない，又は不備などに

対して，補正の機会を与えても

対応しない場合は，出願を拒絶

することができる。 

国 家 生 物 多 様 性 局

(NBA) 

キルギス なし 伝統的知識の保護に関する共

和国法において，「伝統的知識

の使用によって創作された特

許発明」と規定している 

伝統的知識の由来を出願中に

開示し，公衆に伝統的な知識の

出所を示さなければならない。 

権限のある機関の登録，又は登

録された伝統的知識に名前が

記載された証明書の所有者と

の合意 

左記の合意がないと，伝統的知

識を使用する権利を受けるこ

とができない。 

キルギス知的財産庁 

伝統的知識審査部門 

フィリピン なし 共同省令第1号第26.1条(2005)

において，「生物種を収集する，

あるいはそれを商業化する主

体」と規定している。 

原産国の開示と生物資源探索

契約の提示 

先住民文化共同体/先住民の自

由意思に基づく事前の了解 

開示義務違反があった場合，特

許無効となる。 

罰則が科せられる違法行為が

リストアップされる。 

環境・天然資源省の下

にある「生物資源・遺

伝資源に関する省庁横

断的委員会」 

タイ なし なし なし なし なし 生物多様性局 

エジプト 知的財産法

第 13 条 

生物，植物，動物の産物，又は

伝統薬の知識，農業知識，工業

知識，手工業の知識，文化遺産

又は環境遺産に関係する発明 

国内法の規定に従い正当な方

法でその材料を取得した出所

を利用した旨の証明 

宣誓書の添付 宣誓書の添付がないと，出願が

存在していなかったものと見

なされる。 

なし 
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 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

南アフリカ 補正第 20 号

(2005) 及 び

その施行規

則 

固有の生物又は遺伝資源や，固

有の生物又は遺伝資源の使用，

又は先住民社会を有する知識

の由来に関するする発明 

南アフリカの生物資源又は遺

伝資源又は伝統的知識若しく

はその使用に基づくか又は由

来するか否かの記載 

所定の様式に記載し，南アフリ

カへの特許出願日から 6ヶ月以

内に提出しなければならない。 

所定の様式の提出がない場合

は，出願が受理されない。 

所定の様式による虚偽の記載

があった場合は，特許を取り消

される。 

環境省 
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